
 2017.08.18  FF209 ｲﾊﾞｷﾝ 233 ☆   

 

 

発行 原発なくそう茨木市民の会  連絡先 茨木市上穂積４丁目３−１２（山本宅） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「国富流出」はウソだった 

アベ政権は原発をベースロード電源にす

る一つの根拠として、原発が停止すると火

力発電の燃料費のために3,6兆円が海外に

流出すると言いました。 

 2016 年の実際の化石燃料の輸入額は、

原発事故前より７兆 3100 億円も減って 

います。（右図：経産省「貿易統計」から） 

 

増えたのは省エネと自然エネルギー 

2016 年度の電力需要実績は、事故前３年

間の平均と比べ 87％へと１割以上減少し

ました。一方、太陽光発電の導入量は 2010

年度の 390 万キロワットから、2017 年２

月には 3790 万キロワットへと 10 倍近く

に増えています。 

 

省エネと再生エネの普及・拡大こそ“国富

流出”を防ぐ道です。危険な原発は再稼働

を止めて一刻も早く廃止すべきです。 

（2017 年８月 15 日付け しんぶん赤旗の記事を参考に作成） 
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 日本の発電量の約１５％を占めるようになった再生エネを地域振興に生かそうと、新電力に出

資する自治体が増えている。地元の再生エネを地元の人に使ってもらうことで、地域でお金を回

し、雇用を創出する効果が期待できるからだ。 

 

 昨年４月に全面自由化され

た企業・個人に電力を小売り

する新電力事業を３１自治体

がすでに始めており、８６自

治体が検討している。エネル

ギーの地産地消に加えて、地

域の雇用増や公共施設の電気

代低減など経済的な理由が多

い。災害で停電したときでも

「自家発電」できる利点も挙

げる。 

 

 今年６月の環境白書では、

地域のエネルギー収支は、化

石燃料や電気代への支払いの

ためにほとんどの自治体が赤

字になっている。資金流出は

地域内総生産の５～１０％以

上に上るという。都市部に比

べて再生エネを生む潜在能力

が高い地方部ほど、再生エネ

導入による経済効果は大きい

という。 

 

 ドイツには、自治体新電力

が全国に約９００あり、国内電力の半分をまかなっている。日本の動きはまだ始まったばかりで

規模も小さいが、自治体同士の連携などで広がっていくことが期待される。 

（2017 年 8 月 14 日付け 朝日新聞の記事を参考に作成） 
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